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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　火花点火燃焼と予混合圧縮着火燃焼とを切り換えて運転を行い、予混合圧縮着火燃焼運
転時に負のオーバーラップ期間を有する予混合圧縮着火機関において、
　吸気弁および排気弁と、
　前記吸気弁および前記排気弁のバルブリフト量およびバルブ開閉タイミングを変化させ
る可変バルブ機構と、
　を備え、
　予混合圧縮着火燃焼時のバルブリフト量は、火花点火燃焼時のバルブリフト量よりも小
さいものであり、
　火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時において、前記吸気弁の開弁時期が上
死点よりも遅くなるように前記排気弁の切り換えに先行して当該吸気弁のバルブリフト量
が小さくなるように当該吸気弁のバルブリフト量を切り換えた後、前記排気弁のバルブリ
フト量が小さくなるように当該排気弁のバルブリフト量を切り換え、かつ前記排気弁の閉
弁時期が予混合圧縮着火燃焼時の所要時期よりも遅角側となるように当該排気弁のバルブ
開閉タイミングを切り換えて内部ＥＧＲを入れる制御を行う制御手段、を備えていること
を特徴とする、予混合圧縮着火機関。
【請求項２】
　燃焼室へ供給される吸気量を調整するスロットルを備え、
　前記制御手段は、前記吸気弁を切り換えた後であって、且つ前記排気弁を切り換える前
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に、前記スロットルの開度調整および燃料の供給量調整を行う制御手段であることを特徴
とする、請求項１に記載の予混合圧縮着火機関。
【請求項３】
　前記燃焼室へ連通する吸気通路を備え、
　前記スロットルの開度調整および燃料の供給量調整は、前記スロットルの開度を大きく
していきながら、前記吸気通路へ供給する燃料の供給量が予混合圧縮着火燃焼時の所要量
になるように燃料供給量を減少させていく制御であることを特徴とする、請求項２に記載
の予混合圧縮着火機関。
【請求項４】
　前記制御手段は、前記スロットルの開度調整および燃料の供給量調整を行う際に、前記
吸気弁の開弁時期を進角させることを特徴とする、請求項２又は請求項３に記載の予混合
圧縮着火機関。
【請求項５】
　前記制御手段は、前記排気弁を切り換えた後、当該排気弁の閉弁時期を、予混合圧縮着
火燃焼時の所要時期となるように進角させていくことを特徴とする、請求項１乃至請求項
４のいずれか１項に記載の予混合圧縮着火機関。
【請求項６】
　前記可変バルブ機構は、前記吸気弁を動作させる吸気用カムおよび前記排気弁を動作さ
せる排気用カムを具備し、
　前記吸気弁の切り換えおよび前記排気弁の切り換えは、それぞれ前記吸気用カムを切り
換える制御および前記排気用カムを切り換える制御であることを特徴とする、請求項１乃
至請求項５のいずれか１項に記載の予混合圧縮着火機関。
【請求項７】
　前記制御手段は、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時において、前記吸気
弁のバルブリフト量が小さくなるように当該吸気弁のバルブリフト量を切り換えてから、
予混合圧縮着火燃焼の１サイクルが終了した後に、前記排気弁のバルブリフト量が小さく
なるように当該排気弁のバルブリフト量を切り換えることを特徴とする、請求項１乃至請
求項６のいずれか１項に記載の予混合圧縮着火機関。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、火花点火燃焼と予混合圧縮着火燃焼とを切り換えて運転を行い、予混合圧
縮着火燃焼運転時に負のオーバーラップ期間を有する予混合圧縮着火機関に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、内燃機関の分野では、良好な燃費及び熱効率が得られる予混合圧縮着火機関が注
目されており、様々な研究がなされている。予混合圧縮着火機関は、吸気通路からは空気
のみ取り込み、吸気工程時に燃料を直接燃焼室内に噴射して燃焼室内で燃料と空気とを混
合する構成をとるものもあるが、大方の予混合圧縮着火機関は、吸気通路上にて燃料と空
気とを混合し、生成した混合気を燃焼室に供給する構成をとる。そして、燃焼室内に閉じ
込められた混合気は、圧縮行程時、ピストン上昇による高温高圧化に伴い自着火する。こ
のような予混合圧縮着火機関においては、実用化に向けた課題の一つとして、予混合圧縮
着火燃焼（ＨＣＣＩ、Homogeneous Charge Compression Ignition）を安定して制御でき
る運転領域がまだ狭い、ということが知られている。そのため、この問題を回避する目的
で、まず、常用される運転領域が比較的狭い定置型エンジン、例えばＧＨＰ（ガスヒート
ポンプ）用ガスエンジン等にて、予混合圧縮着火機関を実用化しようとする動きがある。
また、実際の運転において多用される低中回転及び低中負荷領域付近では予混合圧縮着火
燃焼を、高回転領域、並びに、極低負荷及び高負荷領域では火花点火燃焼（ＳＩ、Spark 
Ignition）を行うように適宜運転を切り換えるものも提案されている。火花点火燃焼と予
混合圧縮着火燃焼とを切り換えて運転を行う予混合圧縮着火機関は、例えば、下記の特許
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文献１に開示されているような制御方法により制御される。
【０００３】
　従来、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換の際に、火花点火燃焼の状態で、
空燃比のリーン化と同時に内部ＥＧＲ量を増大させる制御を行う内燃機関の制御装置に関
する技術が開示されている（例えば、特許文献１参照）。この制御装置は、火花点火燃焼
から予混合圧縮着火燃焼への切換の際に、まず、火花点火燃焼の状態で、機関への吸入空
気量を増大させて空燃比をリーン化すると同時に内部ＥＧＲ量を増大させ、その後、成層
燃焼を経由して、圧縮自己着火燃焼（圧縮着火燃焼）へ切り換える制御を行っている。
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－１６６８５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ここで、上記特許文献１に記載された制御方法によると、火花点火燃焼の状態、すなわ
ち、圧縮着火燃焼がまだ難しい状態で内部ＥＧＲを入れる制御を行っている。この制御に
よると、高温の内部ＥＧＲガスの導入により、火花点火燃焼と圧縮着火燃焼とが混在する
ような状態になる可能性があり、その結果、トルク変動を増す可能性がある。
【０００６】
　また、特許文献１に記載された制御方法は、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への
切換の際に、一旦、成層燃焼を経由させている。ここで、成層燃焼は、火花点火燃焼時の
着火性を向上させるため、空燃比をリーン化させた状態において、スロットル開度を増す
には有効な燃焼制御であるが、高圧燃料噴射する筒内直噴インジェクタを有する筒内直噴
システムが必要であり、製造コストや駆動ロスなどの問題がある。また、燃焼方式の切換
の際、一旦、成層燃焼を経由させるため、直ぐに圧縮着火燃焼に切り換える制御方法に比
して、圧縮着火燃焼（ＨＣＣＩ）による燃費向上や排気低減のメリットを一部失うことに
なる。
【０００７】
　本発明は、上記実情に鑑みてなされたものであって、その目的は、筒内直噴システムな
どの複雑で高価な機構を用いることなく、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼へ切り換
える際に発生するトルク段差を抑制することが可能な予混合圧縮着火機関を提供すること
である。
【課題を解決するための手段及び効果】
【０００８】
　上記目的を達成するために、本発明の予混合圧縮着火機関は、火花点火燃焼と予混合圧
縮着火燃焼とを切り換えて運転を行い、予混合圧縮着火燃焼運転時に負のオーバーラップ
期間を有する予混合圧縮着火機関において、可変バルブ機構を介して制御される吸気弁お
よび排気弁と、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時において、前記吸気弁の
開弁時期が上死点よりも遅くなるように前記排気弁の切り換えに先行して当該吸気弁を切
り換えた後、前記排気弁の閉弁時期が予混合圧縮着火燃焼時の所要時期よりも遅角側とな
るように当該排気弁を切り換えて内部ＥＧＲを入れる制御を行う制御手段と、を備えてい
る。
【０００９】
　この構成によると、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時において、まず、
吸気弁の開弁時期が上死点よりも遅くなるように吸気弁を切り換えることで、吸気工程に
おいては、燃焼室内（筒内）が負圧になったところで吸気が始まり、吸入空気が勢いよく
燃焼室内に流れ込み，断熱圧縮効果により、燃焼室内ガス温度を上昇させることができ、
その結果、圧縮着火燃焼が可能となる。そして、吸気弁が切り換わった後、予混合圧縮着
火燃焼時の所要時期よりも遅角側となるように排気弁を切り換えることにより、予混合圧
縮着火燃焼時の所要量よりも少ない量の内部ＥＧＲガスが燃焼室内に入る。これら制御に
より、燃焼室内の過度な温度上昇を抑えつつ圧縮着火燃焼状態の燃焼室内への内部ＥＧＲ
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ガスの導入が可能となり、火花点火燃焼と圧縮自己着火燃焼とが混在するような状態が防
止され、トルク段差を抑制することが可能となる。また、この構成によると、成層燃焼状
態を特に必要としないので、筒内直噴システムなどの複雑で高価な機構を用いることを要
しない。なお、本発明において、排気弁又は吸気弁の切り換えとは、排気弁又は吸気弁の
リフト量（プロフィール）の切り換えのことである。
【００１０】
　尚、負のオーバーラップ期間とは、排気上死点付近において、排気弁及び吸気弁の両方
が閉じている期間であって、排気弁が排気上死点に至る前に閉じているものである。
【００１１】
　また好適には、本発明において、燃焼室へ供給される吸気量を調整するスロットルを備
え、前記制御手段は、前記吸気弁を切り換えた後であって、且つ前記排気弁を切り換える
前に、前記スロットルの開度調整および燃料の供給量調整を行う制御手段であることであ
る。
【００１２】
　この構成によると、吸気弁が切り換えられた後、スロットルの開度調整および燃料の供
給量調整が行われ、その後、排気弁が切り換えられる。吸気弁の切り換え後であって、排
気弁を切り換える前に、スロットルの開度調整により燃焼室内へ供給される吸入空気量の
調整を行い、且つ燃料の供給量調整を行うことにより、燃焼状態の制御が可能となり過早
着火や失火を抑えつつ予混合圧縮着火燃焼の定常運転へ移行していくことができる。その
結果、移行期間におけるトルク変動をより抑制することが可能となる。
【００１３】
　さらに好適には、本発明において、前記燃焼室へ連通する吸気通路を備え、前記スロッ
トルの開度調整および燃料の供給量調整は、前記スロットルの開度を大きくしていきなが
ら、前記吸気通路へ供給する燃料の供給量が予混合圧縮着火燃焼時の所要量になるように
燃料供給量を減少させていく制御であることである。この構成によると、スロットルの開
度を大きくしていきながら、燃焼室への燃料供給量を減少させていくことにより、過早着
火や失火を抑えつつ予混合圧縮着火燃焼の定常運転へ移行していくことができ、移行期間
におけるトルク変動をより抑制することができる。
【００１４】
　さらに好適には、本発明において、前記制御手段は、前記スロットルの開度調整および
燃料の供給量調整を行う際に、前記吸気弁の開弁時期をＨＣＣＩ所要位置よりも進角させ
ることである。この構成によると、吸気工程において、燃焼室内（筒内）へ流れ込む吸入
空気の勢いが減少する。これにより、吸気弁開弁時期を進角させる前に比して、断熱圧縮
効果が低下し、燃焼室内の温度が低下する。すなわち、吸気弁の開弁時期を進角させるこ
とで、過度な温度上昇を抑制し，過早着火を防ぐ。
【００１５】
　さらに好適には、本発明において、前記制御手段は、前記排気弁を切り換えた後、当該
排気弁の閉弁時期を、予混合圧縮着火燃焼時の所要時期となるように進角させていくこと
である。この構成によると、内部ＥＧＲガスの導入量を徐々に増加させていくことができ
、トルク変動を抑えつつ予混合圧縮着火燃焼の定常運転へ移行していくことができる。
【００１６】
　さらに好適には、本発明において、前記可変バルブ機構は、前記吸気弁を動作させる吸
気用カムおよび前記排気弁を動作させる排気用カムを具備し、前記吸気弁の切り換えおよ
び前記排気弁の切り換えは、それぞれ前記吸気用カムを切り換える制御および前記排気用
カムを切り換える制御であることである。この構成によると、カム機構を用いることで電
磁駆動方式などの複雑な可変バルブ機構を採用せずに可変バルブ機構を構成することがで
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明を実施するための最良の形態について図面を参照しつつ説明する。
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【００１８】
（全体構成）
　まず、図１に基づき、本発明の一実施形態に係る予混合圧縮着火機関１の全体構成につ
いて説明する。図１は、本発明の一実施形態に係る予混合圧縮着火機関１の全体図である
。
【００１９】
　図１に示すように、本実施形態に係る予混合圧縮着火機関１は、燃焼室１０、燃焼室１
０へ連通する吸気通路１１ｐ、吸気弁１１ｖ、排気弁１２ｖ、排気通路１２ｐ、を有して
おり、運転条件（負荷及び機関回転数）に応じて、火花点火燃焼と圧縮着火燃焼とを適宜
切り換えて運転を行うものである。このように、運転条件に応じて圧縮着火燃焼と火花点
火燃焼とを切り換えることで、圧縮着火燃焼による低燃費および排気低減と、火花点火燃
焼による高出力とを両立させることができる。
【００２０】
　また、予混合圧縮着火機関１は、吸気通路１１ｐの途中に混合部４を有しており、混合
部４へは、燃料供給路２ｐを通って燃料が供給される。そして、混合部４において空気と
燃料とが混合される。尚、燃料としては、ガス燃料（都市ガス、ＬＰＧ等）を使用しても
よく、ガス燃料以外のガソリン等を使用してもよい。また、混合部４としては、具体的に
は、ミキサ（ガス燃料の場合）、キャブレタ等が用いられる。
【００２１】
　また、予混合圧縮着火機関１は、吸気通路１１ｐの途中であって混合部４と燃焼室１０
との間にスロットル３、燃料供給路２ｐ中に燃料弁２ｖ（燃料供給装置）を有して構成さ
れている。さらに、予混合圧縮着火機関１はＥＣＵ（Electronic Control Unit、制御手
段）５を有しており、ＥＣＵ５には、燃料弁２ｖ、スロットル３、吸気弁１１ｖ、点火プ
ラグ（点火手段）６０ｃ、および排気弁１２ｖが、それぞれ制御用ケーブル５ａ～５ｅを
介して電気的に接続されている。そして、ＥＣＵ５は、燃料弁２ｖ、スロットル３、吸気
弁１１ｖ、点火プラグ６０ｃ、および排気弁１２ｖの動作を制御するように構成されてい
る。点火プラグ６０ｃは、火花点火燃焼時に用いられると共に、予混合圧縮着火燃焼から
火花点火燃焼への移行期間においても燃焼安定化を図るため適宜用いられる。
【００２２】
（燃料弁）
　燃料弁２ｖは、燃料供給路２ｐの途中に設けられ、ＥＣＵ５が燃料弁２ｖを制御するこ
とで、燃料弁２ｖの開度が調整され、それにより、吸気通路１１ｐへ供給される燃料の供
給量が調整される。
【００２３】
（スロットル）
　スロットル３は、図１に示すように、軸３ｃ、弁部３ｖ、軸３ｃを駆動するステップモ
ータ（図示せず）を有して構成され、弁部３ｖは、軸３ｃを中心として回動可能となって
いる。そして、ＥＣＵ５がステップモータを制御することで、弁部３ｖの開度が調整され
、それにより、吸気通路１１ｐを通って燃焼室１０へ供給される吸入空気量が調整される
。尚、本実施形態における燃焼室１０内へ供給される吸入空気とは、吸気通路１１ｐの混
合部４において燃料と空気とを混合して生成した混合気のことをいう。
【００２４】
（吸気弁１１ｖおよび排気弁１２ｖ）
　吸気弁１１ｖおよび排気弁１２ｖは、それぞれ可変バルブ機構の一構成要素である吸気
用カム１１ｃおよび排気用カム１２ｃを介してＥＣＵ５により制御される。可変バルブ機
構とは、バルブ（弁）のバルブリフト量およびバルブ開閉タイミングを、運転条件に応じ
て変更可能とした機構のことをいう。本実施形態の可変バルブ機構は、バルブリフト量を
変化させる機構と、バルブ開閉タイミングを変化させる機構と、が別個に設けられている
。図１には、吸気用カム１１ｃおよび排気用カム１２ｃを簡略化して示しているが、より
詳細には、吸気用カム１１ｃおよび排気用カム１２ｃは、バルブリフト量を小さくする低
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リフトカム（圧縮着火燃焼用）とバルブリフト量を大きくする高リフトカム（火花点火燃
焼用）とをそれぞれ有して構成され、これらが運転条件によって切り換えられることによ
り、バルブリフト量が個別に変化し得るようになっている（例えば、特開平５－１０６４
１１、特開平１０－１８８２６に記載されているような技術が用いられる）。また、吸気
用カム１１ｃ及び排気用カム１２ｃは、おのおの図示されない吸気用カムシャフト又は排
気用カムシャフト上に配置され、クランクシャフトの駆動力が各カムシャフトに伝達され
ることで回転する。図示されない各カムシャフトの端部には、クランクシャフトの駆動力
を各カムシャフトに伝達するカムギヤが設けられると共に、カムギヤとカムシャフト間の
位相は、公知の機構により変更可能となっており、ＥＣＵの制御に従い差動する。尚、本
実施形態においては、簡易な可変バルブ機構である、上記のような吸気用カム１１ｃおよ
び排気用カム１２ｃを用いているが、例えば電磁駆動方式などの自由にバルブ特性（バル
ブリフト量及びバルブ開閉タイミング）を変化させる可変バルブ機構を用いてもよい。
【００２５】
（負のオーバーラップ）
　また、予混合圧縮着火機関１は、予混合圧縮着火燃焼運転時に負のオーバーラップ期間
を有するよう制御され、内部ＥＧＲを利用して予混合圧縮着火燃焼を行う。ここで、負の
オーバーラップ期間とは、排気上死点付近において、排気弁１２ｖ及び吸気弁１１ｖの両
方が閉じている期間であって、排気弁１２ｖが排気上死点に至る前に閉じているものであ
る。これにより、既燃焼ガス（内部ＥＧＲガス）の一部を燃焼室１０内に残留させ、次回
燃焼に持ち越すことができる。負のオーバーラップ期間を設け、内部ＥＧＲを利用するこ
とで、高温の内部ＥＧＲガスが、新たに燃焼室１０内に供給された混合気と混合され、筒
内温度（燃焼室１０内温度）を上昇させるため、予混合圧縮着火燃焼時の着火性が向上す
る。このため、負のオーバーラップ期間の長さを制御することで、着火時期をある程度制
御することが可能となる。
【００２６】
（予混合圧縮着火機関１の動作（吸気弁の切り換えまで））
　次に、予混合圧縮着火機関１の動作について説明する。図２は、予混合圧縮着火機関に
おけるＳＩ、ＨＣＣＩの運転領域の例を示す図である。図３は、図１に示す予混合圧縮着
火機関の火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時における、吸気弁リフト量、ス
ロットル開度、燃料供給量、排気弁リフト量、内部ＥＧＲガス量、およびトルク変動を示
すチャート図である。また、図４および図５は、図１に示す予混合圧縮着火機関１の火花
点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時における、吸排気弁（１１ｖ、１２ｖ）の切
換パターンを示す図である。
【００２７】
　まず、図２に示すように、本発明のような予混合圧縮着火機関においては、エンジン負
荷、エンジン回転数によって火花点火燃焼と予混合圧縮着火燃焼とが切り換えられる。し
たがって、「火花点火燃焼（ＳＩ）から予混合圧縮着火燃焼（ＨＣＣＩ）への切換」とい
っても、図２の矢印のように、その切換のパターンは多様である。すなわち、以下に詳述
する図３に示すチャート図や、図４および図５に示す吸排気弁の切換パターン図は、この
ような多様な燃焼方式切換パターンの中からの、本実施形態における一例であり、吸排気
弁のバルブ開閉タイミング、スロットル開度など図３～図５に示すものには限られない。
また、本実施形態に係る予混合圧縮着火機関１のＥＣＵ５は、図３のようなチャートを切
換時の制御パターンとして有しているが、図３以外にも、図２に矢印で示すＳＩからＨＣ
ＣＩへの多様な切換パターンに対応する、多様な制御パターンを有している。
【００２８】
　以下、図３～図５に基づき、本実施形態に係る予混合圧縮着火機関１の動作について説
明する。まず、図３の横軸は、燃焼サイクル数を示し、縦軸は、吸気弁リフト量、スロッ
トル開度、燃料供給量、排気弁リフト量、内部ＥＧＲガス量、およびトルクの値（大小関
係）を示している。ここで、吸気弁リフト量、スロットル開度、燃料供給量、および排気
弁リフト量は、ＥＣＵ５による制御状態を表わしており、内部ＥＧＲガス量、およびトル
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クは、その制御によって得られる結果を表わしている。
【００２９】
　また、図４および図５の横軸は、クランク角度を示し、縦軸は、吸排気弁（１１ｖ、１
２ｖ）のバルブリフト量を示している。図４（ａ）は、エンジン負荷およびエンジン回転
数が所定条件のときの火花点火燃焼での定常運転時における吸排気弁（１１ｖ、１２ｖ）
のバルブリフト量及びバルブ開閉タイミングを示し、図５（ｂ）は、エンジン負荷および
エンジン回転数が所定条件のときの予混合圧縮着火燃焼での定常運転時における吸排気弁
（１１ｖ、１２ｖ）のバルブリフト量及びバルブ開閉タイミングを示す。火花点火燃焼か
ら予混合圧縮着火燃焼への切換時において、図４（ａ）、図４（ｂ）、図５（ａ）、図５
（ｂ）の順で、吸排気弁（１１ｖ、１２ｖ）のバルブリフト量及びバルブ開閉タイミング
が切り換わっていく。
【００３０】
　まず、エンジン負荷およびエンジン回転数が所定条件のときの火花点火燃焼での定常運
転時には、吸気弁１１ｖ、および排気弁１２ｖは、いずれも火花点火燃焼用のバルブリフ
ト量を大きくする高リフトカムにより動作させられているため、図４（ａ）に実線で示す
ように、そのバルブリフト量は、圧縮着火燃焼時（点線で示す）よりも大きい。尚、点線
は、吸排気弁（１１ｖ、１２ｖ）が、圧縮着火燃焼用のバルブリフト量を小さくする低リ
フトカムにより動作させられている場合のバルブリフト量を示している。
【００３１】
　次に、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換を行う際には、ＥＣＵ５（制御手
段）は、まず、吸気弁１１ｖの開弁時期が上死点（ＴＤＣ）よりも遅くなるように排気弁
１２ｖの切り換えに先行して吸気弁１１ｖを切り換える。図４（ｂ）は、吸気弁１１ｖを
切り換えた直後における吸排気弁（１１ｖ、１２ｖ）のバルブリフト量及びバルブ開閉タ
イミングを示している。ここで、吸気弁１１ｖの切換は、可変バルブ機構により、吸気用
カム１１ｃを、バルブリフト量を大きくする高リフトカム（火花点火燃焼用）から、バル
ブリフト量を小さくする低リフトカム（圧縮着火燃焼用）へ切り換える制御であり、これ
により、図４（ｂ）に示したように吸気弁１１ｖのバルブリフト量が減少すると共に、バ
ルブ開閉タイミングが変化する（バルブ作用角が小さくなる）（後述する排気弁１２ｖの
切換も同様である）。尚、本実施形態においては、切り換え直後の吸気弁１１ｖの開弁時
期を、切り換え後の予混合圧縮着火燃焼におけるエンジン負荷およびエンジン回転数の条
件に対応する所要時期（予混合圧縮着火燃焼時の所要時期）となるようにしているが、切
り換え前の火花点火燃焼における運転状態（エンジン負荷、エンジン回転数）によっては
、切り換え直後の吸気弁１１ｖの開弁時期を、図４（ｂ）に示した開弁時期よりも進角側
としてもよい（後述する吸気弁遅開きによる断熱圧縮効果を低下させることにより燃焼室
内の過度な温度上昇を抑えるためである）。吸気弁１１ｖの開弁時期を進角側とするとは
、吸気弁１１ｖの開弁時期を、上死点（ＴＤＣ）に近づけることである。
【００３２】
　吸気弁１１ｖの開弁時期が上死点（ＴＤＣ）よりも遅くなるように吸気弁１１ｖを切り
換えることにより、吸気工程において、燃焼室１０内（筒内）が負圧になったところで吸
気が始まり、吸入空気が勢いよく燃焼室１０内に流れ込む。これにより、吸気弁遅開きに
よる断熱圧縮効果が高まり、燃焼室１０内温度を効率よく上昇させることができ、その結
果、点火プラグ６０ｃによる火花点火を行わない圧縮着火燃焼が可能となる。また、ＥＣ
Ｕ５は、吸気弁１１ｖを切り換えるとともに、点火プラグ６０ｃによる火花点火を停止し
燃焼方式を圧縮着火燃焼に切り換える。
【００３３】
　吸気弁遅開きによる断熱圧縮効果を利用することにより圧縮着火燃焼が可能となり、圧
縮着火燃焼状態での内部ＥＧＲガスの導入が可能となる。そのため、圧縮着火燃焼がまだ
難しい状態での内部ＥＧＲを入れる制御を回避し得、火花点火燃焼と圧縮自己着火燃焼と
が混在するような状態を防止することができ、図３にトルク変動を実線で示すように、予
混合圧縮着火機関１のトルク段差を抑制することが可能となる。尚、ＥＣＵ５は、吸排気
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用カム（１１ｃ、１２ｃ）の切換とは関係なく、火花点火制御できるように構成されてお
り、燃焼が不安定になる場合は、点火プラグ６０ｃによる火花点火を補助的に行う。尚、
図３に点線で示したトルク曲線は、吸気弁１１ｖおよび排気弁１２ｖを同時に切り換えた
制御結果を示すものであり、この制御によると、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼へ
の切換時において、吸気弁１１ｖの切り換えと同時に内部ＥＧＲを入れる制御となり、ス
ロットルがＨＣＣＩ所要開度よりも少ない為，吸気混合気量が減少し，トルク段差を生じ
る。
【００３４】
（負のオーバーラップに切り換わったときの過早着火防止）
　詳しくは後述するが、ＥＣＵ５は、上述したように吸気弁１１ｖを切り換え、燃焼方式
を圧縮着火燃焼とした後、スロットル３の開度調整および燃料の供給量調整を行い、その
後、排気弁１２ｖの閉弁時期が予混合圧縮着火燃焼時の所要時期よりも遅角側となるよう
に排気弁１２ｖを切り換えて負のオーバーラップとする。これに対し、吸気弁１１ｖを切
り換えた後、例えば、吸気弁１１ｖを切り換えた燃焼サイクルの次の燃焼サイクルで、排
気弁１２ｖを、その閉弁時期が予混合圧縮着火燃焼時の所要時期となるように排気弁１２
ｖを切り換えて負のオーバーラップとすると、過早着火を発生させる場合がある。この過
早着火について、図６を参照しつつ説明する。図６は、火花点火燃焼から予混合圧縮着火
燃焼への切換時において、吸気弁１１ｖを切り換えた燃焼サイクルの次の燃焼サイクルで
、予混合圧縮着火燃焼時の所要開弁時期となるように排気弁１２ｖを切り換えた場合の筒
内圧（燃焼室１０内圧）を示すグラフである。図６の横軸は、クランク角度であり、０度
となるところが圧縮上死点に相当する。
【００３５】
　また、図６に示す“ＳＩ“の曲線は、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切り換
える際の、火花点火燃焼（ＳＩ）の最後の燃焼サイクルにおける筒内圧を示し、”ＨＣＣ
Ｉ １サイクル”の曲線は、吸気弁１１ｖのみ切り換えた圧縮着火燃焼（ＨＣＣＩ）の最
初の燃焼サイクル（ＳＩ最後の燃焼サイクルの、次の燃焼サイクル）における筒内圧を示
す。また、”ＨＣＣＩ ２サイクル”の曲線は、”ＨＣＣＩ １サイクル”の次の燃焼サイ
クルにおける筒内圧を示し、この燃焼サイクルで、排気弁１２ｖを、その閉弁時期が予混
合圧縮着火燃焼時の所要時期となるように切り換えている。つまり、”ＨＣＣＩ ２サイ
クル”で、予混合圧縮着火燃焼時の所要量の内部ＥＧＲを入れている。
【００３６】
　図６に示すように、圧縮上死点付近における筒内圧は、火花点火燃焼（ＳＩ）の最後の
燃焼サイクル、圧縮着火燃焼（ＨＣＣＩ）の１、２、３、４サイクルと、燃焼サイクルが
増加するにしたがい高くなっている。これは，スロットル開度がＨＣＣＩ所要よりも閉じ
た状態にあるため，吸入ガス量が不足するためであり，トルク低下をまねく。
　そして、図６に示す制御では、吸気弁１１ｖを切り換えた直後の燃焼サイクルで、排気
弁１２ｖの切り換えにより予混合圧縮着火燃焼時における所要量の断熱圧縮効果で高温と
なった内部ＥＧＲを入れているため、図６に点線で示したＡ部の燃焼サイクル（”ＨＣＣ
Ｉ ２、３、４サイクル”）では、筒内の過度な温度上昇により、過早着火やノッキング
が発生する可能性が高くなるしたがって、本実施形態においてＥＣＵ５は、詳しくは後述
するが、吸気弁１１ｖ切り換え直後の筒内の過度な温度上昇を抑えるため（内部ＥＧＲガ
ス量を調整するため）<このためだけでなく，ガス量不足をさけるため>、吸気弁１１ｖを
切り換えた後、排気弁１２ｖの閉弁時期が予混合圧縮着火燃焼時の所要時期よりも遅角側
となるように排気弁１２ｖを切り換えている。
【００３７】
（予混合圧縮着火機関１の動作（吸気弁の切り換え以降））
　図３に戻り、吸気弁１１ｖの切り換え以降の制御について以下詳述する。ＥＣＵ５は、
上述したように吸気弁１１ｖを切り換えた後、スロットル３の開度調整および燃料の供給
量調整を行う。図３に示すように、スロットル３の開度調整は、スロットル３の開度が全
開となるようにスロットル開度を大きくしていく制御であり、燃料の供給量調整は、燃料
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弁２ｖにより吸気通路１１ｐへ供給する燃流の供給量が予混合圧縮着火燃焼時の所要量に
なるように燃料供給量を減少させていく制御である。スロットル３の開度を大きくしてい
きながら、燃焼室１０への燃料供給量を減少させていくことにより、燃焼室１０内は徐々
にリーンになっていき、燃焼室１０内の過度な温度上昇を抑えつつ予混合圧縮着火燃焼の
定常運転へ移行していくことができ、移行期間におけるトルク変動をより抑制することが
できる。
【００３８】
　尚、燃焼が激しくなりそうなときは、図４（ｂ）に一点鎖線で示すように、吸気弁１１
ｖの開弁時期を進角させるように、適宜バルブ開閉タイミングを調整する。吸気弁１１ｖ
の開弁時期を進角させることにより、吸気工程において、燃焼室１０内へ流れ込む吸入空
気の勢いが減少する。これにより、吸気弁開弁時期を進角させる前に比して、吸気弁遅開
きによる断熱圧縮効果が低下し、燃焼室内の温度が低下する。すなわち、吸気弁の開弁時
期を進角させることで、過度の激しい燃焼を抑えることができる。吸気弁１１ｖの開弁時
期を進角させるとは、吸気弁１１ｖの開弁時期を、上死点（ＴＤＣ）に近づけることであ
る。
【００３９】
　次に、ＥＣＵ５は、図３および図５（ａ）に示すように、排気弁１２ｖの閉弁時期が、
予混合圧縮着火燃焼におけるエンジン負荷およびエンジン回転数の条件に対応する所要時
期（予混合圧縮着火燃焼時の所要時期）よりも遅角側となるように排気弁１２ｖを切り換
えて燃焼室１０内に内部ＥＧＲガスを入れる制御を行う。これにより、予混合圧縮着火燃
焼時の所要量よりも少ない量の内部ＥＧＲガスが燃焼室１０内に入り、燃焼室１０内の過
度な温度上昇を抑えることができる。排気弁１２ｖの閉弁時期が予混合圧縮着火燃焼時の
所要時期よりも遅角側となるように排気弁１２ｖを切り換えるとは、排気弁１２ｖの閉弁
時期が、図５（ａ）に一点鎖線で示す予混合圧縮着火燃焼時の所要時期よりも上死点（Ｔ
ＤＣ）側となるように、排気弁１２ｖを切り換えることである。
【００４０】
　その後、ＥＣＵ５は、図５（ａ）に矢印で示すように、排気弁１２ｖの閉弁時期を、予
混合圧縮着火燃焼時の所要時期となるように進角させていく。一方、図３に示したように
、ＥＣＵ５により、スロットル３の開度調整および燃料の供給量調整も並行して行われて
いる。排気弁１２ｖの閉弁時期を、予混合圧縮着火燃焼時の所要時期となるように進角さ
せていくとは、予混合圧縮着火燃焼時の所要時期よりも上死点（ＴＤＣ）側であった排気
弁１２ｖの閉弁時期を、図５（ａ）に矢印で示す方向に、つまり上死点（ＴＤＣ）から離
れる方向にバルブ開閉タイミングを変更していくことである。図５（ｂ）に示す排気弁１
２ｖのバルブ開閉タイミングが、変更後の、つまり予混合圧縮着火燃焼時の所要時期のバ
ルブ開閉タイミングである。これにより、内部ＥＧＲガスの導入量を予混合圧縮着火燃焼
時の所要量まで徐々に増加させていくことができ、トルク変動を抑えつつ燃焼方式は予混
合圧縮着火燃焼の定常運転へ移行していく。また、排気弁１２ｖの切り換えに先行して吸
気弁１１ｖを切り換えているので、排気弁１２ｖ閉弁時期の進角時に発生するポンピング
ロスを低減することもできる。尚、吸気弁１１ｖの開弁時期を進角させている場合には、
吸気弁１１ｖの開弁時期が、予混合圧縮着火燃焼時の所要時期となるように、吸気弁１１
ｖの開弁時期を遅角させていき所要時期となるように調整する。以上説明したように、本
実施形態によると、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切り換えを、トルク段差を
抑制しつつ確実に行えることができる。また、筒内直噴システムなどの複雑で高価な機構
を備えない内燃機関であっても、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時におけ
るトルク段差抑制効果を得ることができ、過早着火などの異常燃焼も防止することができ
る。また、燃焼方式の切換の際、成層燃焼などを経由させずに、火花点火燃焼から予混合
圧縮着火燃焼へ直接切り換えるため、圧縮着火燃焼（ＨＣＣＩ）による燃費向上や排気低
減のメリットを最大限に得ることができる。
【００４１】
　ここで、図７は、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時において、本実施形



(10) JP 4858397 B2 2012.1.18

10

20

30

40

50

態に係る制御を行った場合と、比較対象としての他の制御を行った場合のＩＭＥＰ（図示
平均有効圧力）を示すグラフである。ＩＭＥＰ（図示平均有効圧力）とは、膨張行程にお
おいて、ピストン２０が上死点から下死点まで一定のガス圧がかかったと想定し、刻々と
変化するガス圧を平均化して算出した圧力をいう。図６の横軸は、燃焼サイクル数である
。
【００４２】
　図７に示す実線（●印を結んだ線）は、前記した本実施形態の制御を行った結果であり
、点線（▲印を結んだ線）は、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時において
、吸気弁１１ｖおよび排気弁１２ｖを同時に切り換える制御を行った結果である。具体的
には、ＳＩ最後の燃焼サイクルの、次の燃焼サイクルである”ＨＣＣＩ １サイクル”で
吸気弁１１ｖおよび排気弁１２ｖを同時に切り換えている。また、図７に示す一点鎖線（
◆印を結んだ線）は、火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時において、吸気弁
１１ｖを切り換えた後、予混合圧縮着火燃焼時の所要開弁時期となるように排気弁１２ｖ
を切り換える制御を行った結果である。具体的には、ＳＩ最後の燃焼サイクルの、次の燃
焼サイクルである”ＨＣＣＩ １サイクル”で吸気弁１１ｖを切り換え、その次の”ＨＣ
ＣＩ ２サイクル”で予混合圧縮着火燃焼時の所要開弁時期となるように排気弁１２ｖを
切り換えている。
【００４３】
　図７に示すように、本実施形態の制御を行った場合は、吸気弁１１ｖおよび排気弁１２
ｖを同時に切り換える制御を行った場合よりも、且つ、吸気弁１１ｖを切り換えた後、予
混合圧縮着火燃焼時の所要開弁時期となるように排気弁１２ｖを切り換える制御を行った
場合よりも、明らかにトルク段差が抑えられていることがわかる。
【００４４】
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明は上述の実施形態に限定されるも
のではなく、特許請求の範囲に記載した限りにおいて様々に変更して実施することが可能
なものである。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】本発明の一実施形態に係る予混合圧縮着火機関の全体図である。
【図２】予混合圧縮着火機関におけるＳＩ、ＨＣＣＩの運転領域の例を示す図である。
【図３】図１に示す予混合圧縮着火機関の火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換
時における、吸気弁リフト量、スロットル開度、燃料供給量、排気弁リフト量、内部ＥＧ
Ｒガス量、およびトルク変動を示すチャート図である。
【図４】図１に示す予混合圧縮着火機関の火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換
時における、吸排気弁の切換パターンを示す図である。
【図５】図１に示す予混合圧縮着火機関の火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換
時における、吸排気弁の切換パターンを示す図である。
【図６】火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時において、吸気弁を切り換えた
燃焼サイクルの次の燃焼サイクルで、予混合圧縮着火燃焼時の所要開弁時期となるように
排気弁を切り換えた場合の筒内圧を示すグラフである。
【図７】火花点火燃焼から予混合圧縮着火燃焼への切換時において、本実施形態に係る制
御を行った場合と、比較対象としての他の制御を行った場合のＩＭＥＰ（図示平均有効圧
力）を示すグラフである。
【符号の説明】
【００４６】
１：予混合圧縮着火機関
３：スロットル
１１ｃ：吸気用カム
１２ｃ：排気用カム
１１ｖ：吸気弁
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１２ｖ：排気弁
５：ＥＣＵ（制御手段）

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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